
医療法人社団 三喜会 介護老人保健施設 

指定居宅支援事業所 ライフプラザ新緑 運営規程 
（2021年11月1日改定版） 

 

（事業の目的） 

第１条  医療法人社団三喜会が開設するライフプラザ新緑（以下『事業所』という。）

が行う居宅介護支援の事業（以下『事業』という。）の適正な運営を確保する

ために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が、  

要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを 

目的とする。 

 

（運営方針） 

第２条 １．事業所の介護支援専門員は、要介護者の心身の特性を踏まえて、可能な 

       限り居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるように配慮して行う。 

２．事業の実施に当たっては、利用者の心身の状況やその環境に応じて 

      利用者の意向を尊重し、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、    

多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。 

３．事業所の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、特定 

  種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏る事がないよう公平 

中立に行う。 

４．事業の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、市町村、地域 

包括支援センター、老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、

指定介護予防支援事業者、指定居宅サービス等事業者、介護保険施設、   

指定特定相談支援事業者、住民による自発的な活動によるサービスを   

含めた地域における様々な取り組みを行う者等と密接な連携を図り、   

総合的なサービスの提供に努める。 

 

（事業所の名称） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。 

１．名称  医療法人社団三喜会 介護老人保健施設ライフプラザ新緑 

２．所在地 横浜市緑区長津田町５７０８ 

（介護老人保健施設ライフプラザ新緑内１階） 

 

 



 

（職員の職種、員数、及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する職種、員数、及び職務内容は次の通りとする。 

１．管理者 １名（常勤兼務） 

管理者は、事業所の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

２．介護支援専門員 １名（兼務１名） 

３．介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供にあたる 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次の通りとする。 

１．営業日  月曜日から土曜日 

（ただし、祝日、１２月３０日から１月３日を除く） 

２．営業時間 午前９時から午後５時３０分までとする。 

３．電話等により、２４時間常時連絡可能な体制とする。 

 

（指定居宅介護支援の提供方法、内容及び料金等） 

第６条 指定居宅介護支援の提供方法及び内容は次のとおりとし、指定居宅介護  

支援を提供して場合の利用料の額は、介護報酬上の額とする。 

１．①指定居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し 

常に利用者の立場に立って、多様な事業所から総合的かつ効果的に提供される

よう配慮して行う。その内容は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に

関する業務を行う。 

②課題分析表はＭＤＳ－ＨＣ方式を使用する。 

③介護支援専門員は居宅サービス計画の作成にあたっては、利用者の居宅 

 を訪問し、利用者及びその家族を面接して行う。 

④介護支援専門員は、サービス担当者会議を開催し、担当者に対する照会に 

より当該居宅サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地

から意見を求める。 

⑤介護支援専門員は、居宅サービス計画書の原案に位置付けた指定居宅 

介護サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、 

その種類、内容、料金等について利用者又はその家族に対して説明し、 

文書により利用者の同意を得て交付を行なう。 

⑥モニタリングに際しては、利用者の居宅へ一定期間ごと(又は１ヵ月ごと) 

 に訪問し、利用者及び家族に面接し、居宅サービス計画の内容に沿って 

サービスの提供状況、目標達成等の状況に関する居宅サービス共通記録書 

等の書面を作成して、利用者に説明し同意を得て交付を行なうものとする。 



 

⑦事業所で作成された居宅サービス計画の総数のうち訪問介護、通所介護、 

 福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下、訪問介護等という）が 

 それぞれに位置付けられた居宅サービス計画の各サービス利用割合及び 

 前６ヶ月間に作成されたケアプランにおける、訪問介護等の各サービスごと 

 の同一事業者によって提供されたものの割合を書面をもって、一定期間ごと 

 に利用者へ説明を行うものとする。 

２．居宅介護支援サービスを提供した場合の利用の額は、厚生労働大臣が 

定める基準により法定代理受領については自己負担はないものとする。 

 ３．次条の通常実施地域を越える行う居宅サービス計画の作成に要した交通費は、

公共機関を利用した場合には実費を徴収する。その他の場合は以下の範囲で 

徴収する。 

  ※２．５ｋｍ未満            ２５０円 

  ※２．５ｋｍ以上 ５．０ｋｍ未満    ５００円 

  ※５．０ｋｍ以上 ７．０ｋｍ未満    ７５０円 

  ※７．０ｋｍ以上          １，０００円 

（往復での料金） 

 ４．前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して 

事前に説明をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印） 

を受けることとする。 

 

（事業の実施区域） 

第７条 通常の事業の実施区域は、横浜市緑区、青葉区、旭区、とする。 

 

（苦情処理） 

第８条 事業所は、自ら提供した居宅介護支援事業所に対する利用者からの苦情に対

し別に定める通り、迅速かつ適切に対応する。 

 

（守秘義務） 

第９条 当該事業所における安全と信頼の確保 

従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。また、従業

者であったものに、事業所は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保

持させるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべ

き旨を従業者との雇用契約の内容とする。 

 

 



 

（緊急・事故時の対応） 

第１０条 介護支援専門員は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により 

     事故が発生した場合は速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うと 

     共に、必要な措置を講じ、管理者に報告しなければならない。 

     また利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合には、その損害を賠償

します。ただし、事業者の故意又は過失によらないときは、この限りでは

ありません。 

 

（緊急時における対応方法） 

第１１条 介護支援専門員は居宅介護支援を実施中に、利用者の病状に急変、その他 

     緊急事態が生じたときは速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずると 

     ともに、管理者に報告する。 

 

（虐待の防止） 

第１２条 事業所は虐待の発生、その再発を予防するため、次に掲げる措置を講じる

よう努めます。 

（１）事業所における虐待予防のための対策を検討する会議を定期的に開催

するとともに、 

その結果について介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

（２）事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

（３）介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

（４）虐待防止の措置を講じるための担当者を置きます。 

 

（その他の留意点） 

第１３条 介護支援専門員の質の評価・研修 

（１) 事業者は自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価を行い、常に 

      その改善を図ると共に、介護支援専門員の質的向上を図るため研修の

機会を設けるものとする。 

（２）この規定に定める事項のほか、運営に関する事項は医療法人社団 

三喜会と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

 

 

 

 



附則 

この規程は、平成１２年５月１日から施行するものとする。 

この規程は、平成１７年１２月１日から施行するものとする。 

この規程は、平成２５年７月１日から施行するものとする。 

この規程は、平成２６年４月１日から施行するものとする。 

この規程は、平成２８年１月１日から施行するものとする。 

この規程は、平成３０年４月１日から施行するものとする。 

この規程は、２０１９年１０月１日から施行するものとする。 

この規程は、２０２０年３月１日から施行するものとする。 

この規定は、２０２０年６月１日から施行するものとする。 

この規定は、２０２０年９月１日から施行するものとする。 

この規定は、２０２１年４月１日から施行するものとする。 

この規定は、２０２１年５月１日から施行するものとする。 

この規定は、２０２１年１１月１日から施行するものとする。 

この規定は、２０２３年１月１日から施行するものとする。 

 

 

 

（別紙） 

苦情対応 

当事業所のサービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応します。 

  ※当事業所利用者相談 

  電話：０４５－９２４－２２００ 

  対応時間：月～土 ９：００～１７：３０  管理者：新井 直美 

  ※公的機関においても、次の機関において苦情申出等ができます。    

 ◎緑福祉保健センター ：所在地：緑区寺山町１１８     

電話：０４５－９３０－２３１５・６ 

 ◎青葉福祉保健センター：所在地：青葉区市ヶ尾町３１－４ 

電話：０４５－９７８－２４７９ 

 ◎旭福祉保健センター ：所在地：旭区鶴ヶ峰１－４－１２ 

電話：０４５－９５４－６０６１・２ 

  ◎横浜市役所 介護事業指導課：所在地：中区本町６-５０-１０ 

          電話：０４５－６７１－２３５６ 

 ◎神奈川県国民健康保険団体連合： 

所在地：西区楠町２７－１ 

電話：０４５－３２９－３４４７ 



[介護サービスに関する苦情処理のしくみ] 
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